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1．研究背景、研究開発⽬的及び研究⽬標
【研究背景】
県外最終処分に向け、2024年度までに減容化等に係る個別技
術開発を終了させることが国の戦略⽬標となっている。減容化
技術の選択によって安定化体（最終廃棄物）の特性が変化し、
処分場施設構造への要求性能も異なってくる。そのため、これ
ら個別技術を⼀体のシステムと捉え、減容化に導⼊される技術
の組合せを⽐較検証することが求められている。

【研究開発⽬的】
県外最終処分に向けた技術導⼊シナリオを、マテリアルバランスや経
済性、社会受容性などの視点で構築し、⽐較検証を実施する。また、
減容化技術の⼀つである放射性セシウムの濃縮技術と評価⽅法、そし
て安定化体の⻑期安定性と試験⽅法に係る研究開発を実施する。さら
に、施設成⽴性（安全性評価）という観点で、シナリオ毎に求められ
る最終処分施設の要求性能を明らかにする。
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1．研究背景、研究開発⽬的及び研究⽬標
【全体⽬標】
中間貯蔵施設内やその周辺地域の環境回復に向け、除去⼟壌や副産物の有効利
⽤や汚染廃棄物等の県外最終処分を着実に実現するため、効率的かつ低コスト
な技術の組合せを意識した技術システムのシナリオ最適化の考え⽅を提案する。
同時に、国の戦略⽬標の2024年度以降に必要と考えられる安定化体の⻑期安
定性（溶出性等）評価⼿法、ならびに県外最終処分施設に求められる封じ込め
性能について技術的知⾒を提⽰する。
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2．研究⽬標の進捗状況
（1）進捗状況に対する⾃⼰評価（サブテーマ1）

サブテーマ1︓県外最終処分に向けた導⼊技術システムのシナリオ最適化
【サブテーマ1⽬標】

県外最終処分に向けた減容再⽣利⽤技術戦略の戦略⽬標である2024年以降の研究や技術開発の⽅向性、
県外最終処分の具体的な検討に資する研究成果を提供することが⽬標である。

【令和4年度研究計画】
県外最終処分に向けた処理・処分シナリオを網羅的に構築し、マテリアルバランスと経済性評価を⾏う。
⾶灰の洗浄・濃縮で⽤いられる吸着材を選定し、イオン交換理論を適⽤して性能を数値化する。県外最
終処分対象の安定化体を設定し、γ線分解による⽔素ガス発⽣を測定する体制を整える。

【令和5年度研究計画】
処理・処分シナリオから想定される県外最終処分における安全性評価（施設成⽴性評価）を内部被ばく
の観点で実施する。サブ2と3の結果を反映させて処理・処分シナリオを精緻化する。社会実装を想定
し、カラムを⽤いたイオンクロマトグラフ濃縮を実施する。各種の安定化体からの⽔素ガス発⽣を評価
する。

【令和6年度研究計画】
処理・処分シナリオの得失をまとめつつ、サブ2からの溶出特性、サブ3の施設要件を具体的に盛り込
んだシナリオを構築する。⾼濃縮シナリオを想定した⽔素ガス発⽣試験とリスク対策を提案する。

【⾃⼰評価】 概ね⽬標達成の⾒込みであり、⼀部で未達、⼀部で計画以上の進展がある。
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2．研究⽬標の進捗状況
（2）⾃⼰評価に対する具体的な理由・根拠と⽬標達成の⾒通し（サブテーマ1）

【具体的な理由・根拠】
 処理・処分シナリオは、網羅的に構築し、経済性評価とマテリアルバランスの評価を実施し

てサブ3と情報共有できた。安全性評価を⾏う準備を整え、簡易的な評価に⾄った。多量処
理が必要となる低濃度⼟壌の再⽣利⽤費の精査は、県外再⽣利⽤の社会的課題等によって未
達となっている。

 吸着材へのイオン交換理論適⽤については、使⽤可能性の⾼い吸着材の選定を実施できた。
また、Cs吸着においてはRbよりもKイオンの影響度が⼤きいこと、吸着材の製造⽅法によっ
て吸着性能が異なることを明らかにした。

 安定化体からの⽔素ガス発⽣については、セメント硬化体構成結晶と無機⽔和物の評価を終
了できた。特定の⽔和物においては予期せぬ温度依存性があることが判明した。

【⽬標達成の⾒通し】
令和5年度までは⼀部を除き⽬標達成の⾒込みである。これまでの検討より令和6年度について
も計画通りの進展が⾒込まれている。環境省、JESCOとの協⼒体制も良好であり、政策対応に
向けた準備も整っている。
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2．研究⽬標の進捗状況
（1）進捗状況に対する⾃⼰評価（サブテーマ2）

サブテーマ2︓各種安定化体の⻑期溶出特性の評価
【サブテーマ2⽬標】

県外最終処分対象の安定化体を想定し、従来型の溶出試験結果、過酷環境試験を通してCs溶出を⽀配
する要因を明らかにしつつ、安定化体毎に特化した⻑期溶出特性評価法を提案する。

【令和4年度研究計画】
想定される安定化体（例えば、⾶灰直接セメント固型化、Cs吸着体の熱処理安定化体など）を整理し、
各安定化体を作製して強度試験を実施する。

【令和5年度研究計画】
前年度に作成した各種安定化体について従来型の溶出試験（環告13合やANSI試験等）を実施する。対
象はCsのみではなく、重⾦属類も対象とする。更に、各種安定化体に対して過酷環境下（乾湿、ガス
雰囲気等）での溶出試験を開始する。

【令和6年度研究計画】
過酷環境下での溶出試験を継続する。従来型溶出試験、過酷環境下溶出試験を通して安定化体毎にCs
溶出⽀配要因を明らかにし、施設成⽴性に資する⻑期溶出挙動を評価する⼿法を提案する。

【⾃⼰評価】概ね⽬標達成の⾒込みであり、⼀部未達であるが、溶出試験は計画以上に進展している。
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2．研究⽬標の進捗状況
（2）⾃⼰評価に対する具体的な理由・根拠と⽬標達成の⾒通し（サブテーマ2）

【具体的な理由・根拠】
 各種安定化体を作製するにあたって、溶融⾶灰の⼊⼿、直接セメント固型化、直接ジオポリ

マー固型化体、ゼオライトCs吸着体およびその焼結体、ゼオライトCs吸着体のセメント固
型化ならびにジオポリマー固型化体を作製できた。

 作製した安定化体について、⼀軸圧縮試験を実施して0.98 MPaを満⾜することを確認した。
従来の溶出試験について予定よりも先⾏して着⼿し、結果を得ることができた。

 フェロシアン化銅を介した安定化体については、Cs吸着体から熱分解処理を⾏い、その残
渣を固型化する予定であったが、⼀度に少量毎の処理しかできなかったため、固型化体の作
製には⾄っていない。現在、固定化体作製等の処理を早急に進めている。

【⽬標達成の⾒通し】
令和4年度に各種安定化体の作製、令和5年度に各種溶出試験の予定であり、フェロシアン化銅
からの安定化体作製以外は当初の予定よりも早く進んでいる。また、フェロシアン化銅からの
安定化体作製についても⽬途がたっているため、⽬標を達成できると考えている。
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2．研究⽬標の進捗状況
（1）進捗状況に対する⾃⼰評価（サブテーマ3）

サブテーマ3︓県外最終処分施設に求められる封じ込め性能に関する研究
【サブテーマ3⽬標】

県外最終処分に求められる封じ込め性能について、炉規法の既存処分施設の考え⽅を整理しつつ、放射
性Csのみに着⽬したコンクリート、ベントナイト系材料の封じ込め性能の考え⽅を明らかにする。

【令和4年度研究計画】
廃掃法ならびに炉規法における封じ込め機能の考え⽅をヒアリングや⽂献調査等によって整理する。セ
メント系、ベントナイト系遮⽔材の分配係数や拡散係数等の基本物性を実施する。

【令和5年度研究計画】
既存のコンクリート製容器の封じ込め機能の考え⽅について情報整理を実施する。セメント系やベント
ナイト系遮⽔材の基本物性試験を継続して実施し、モルタルの浸透試験を開始する。

【令和6年度研究計画】
これまで集められた封じ込め性能に関する情報と、各種基本物性試験を通して得られた不⾜データの拡
充により、放射性Csを対象として県外最終処分の施設構造に求められる性能要件を、サブ1で提案され
るシナリオ、サブ2で提案される溶出特性を加味して提案する。

【⾃⼰評価】概ね⽬標達成の⾒込みであり、サブテーマ間の連携も取れている。
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2．研究⽬標の進捗状況
（2）⾃⼰評価に対する具体的な理由・根拠と⽬標達成の⾒通し（サブテーマ3）

【具体的な理由・根拠】
 既存施設に関する情報整理については、サブテーマ１とも連携し、特に浅地中ピッ

ト処分についての情報を整理し、今回の対象である除去⼟壌等の汚染廃棄物の処分
との相違点を分析し、計画通りの成果を得た。

 材料物性を取得するための試験に関しては、試験条件を確定した検討が⼗分には実
施できなかった。ただし、基本的な試験については計画通りに進展している。次年
度以降に試験条件を確定させることで、必要な物性データの取得が可能である。

【⽬標達成の⾒通し】
 既存処分施設に関する調査については、最⼤濃縮型シナリオで活⽤する可能性のあるコンク

リート容器についての情報を追加することで、各種シナリオに応じて参照すべき知⾒が整理
できる。

 放射性物質の漏出を防⽌するための⼈⼯バリアとして期待されるセメント系材料やベントナ
イト系遮⽔材に関しては、基本物性に関するデータの収集を進め、施設の基本構造とともに
サブテーマ１に提供することで安全性評価が可能となり、その結果を踏まえた、必要な処分
構造の提案を⾏うことができる⾒込みである。
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3．研究成果のアウトカム（環境政策等への貢献）
【⾏政等が活⽤することが⾒込まれる成果】
サブテーマ１︓環境省との意⾒交換会（2023年7⽉3⽇）、JESCOとの意⾒交

換会（2023年7⽉21⽇）を実施し、SII-9ST1-1で実施している
シナリオ分析について説明し、研究成果を政策に反映させる⾜が
かりとした。

サブテーマ２︓国による実証事業が進⾏中であり、本研究で扱っている安定化
体はそれらと同様のものである。すなわち、各種安定化体の溶出
特性を本研究から網羅的に提供することで、⾏政が実証事業の結
果を客観的に判断できるようになることが⾒込める。

サブテーマ３︓2024年度までの国の戦略⽬標に向け、最終処分施設の具体的
な設計に活⽤することが⾒込まれる。

【⾏政等が既に活⽤した成果】
環境省に⼀連の処理・処分シナリオ研究成果を報告し、国の戦略⽬標に向けた
課題検討に貢献した。
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4．研究成果の発表状況
【誌上発表（査読あり＋準じるもの）︓1＋3件】
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45 (2023)
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Toward the Final Disposal of the Radioactively Contaminated Waste 
Outside Fukushima Prefecture, 第15回環境地盤⼯学シンポジウム、令和5年
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らのセシウム溶出挙動の把握、令和4年度廃棄物資源循環学会北海道⽀部研究
発表会、2022.11.18.

3. 三橋知⽮・乾徹・緒⽅奨︓カチオンを⾼濃度で含有する浸出⽔に対するベント
ナイトのCs吸着特性の評価, 第28回 地下⽔・⼟壌汚染とその防⽌対策に関す
る研究集会, No.S1-15 (2023) 等

【国⺠との科学・技術対話︓4件】
1. NEW環境展出展（2023年5⽉24⽇（⽔）〜5

⽉26⽇（⾦）、参加者約9万⼈）
2. 三成映理⼦、⼭⽥⼀夫、遠藤和⼈、県外最終
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5．研究の効率性
• 環境省やJESCOとの打合せを定期的に実施しており、政策貢献に

向けた準備を着実に進めた。
• メーリングリストを作成して、テーマ間で⾏われている議論を分

担研究者全員で共有できる体制を整えた。
• 対⾯会議ではなくweb会議にすることで、打合せ等の頻度と出席

率向上を図った。
• 全体会合の⽇程調整や会議議事録等については研究者側の負担を

軽減するため、福島県内の広告代理店への外注によって進めるこ
とができた。

• 分野横断会議と称してテーマ1〜3の全員ならびに浜通り地域の町
役場や住⺠を交えた会合を開催し、各テーマ間で実施されている
検討状況や、現場の⽣の声を分担研究者の皆様で共有できるイベ
ントを企画した。
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